
























協定 (SPSS協定)｣ である｡ 農業に関する協定
では, 食糧の輸出自主規制の禁止又は制限への規






































金 田 正 明*
制限する規定との批判がある｡
2 FTA/EPA
自由貿易協定 (FTA) は, 欧州経済共同体
(EEC) 設立を目的に関税同盟として 1958 年 1
月に発行されたローマ条約が最初とされ, 二国間
よるものや数か国による地域でのものを合わせる




減や撤廃に加えて, 知的財産権, 競争政策, 環境,
労働, 経済協力なども交渉の対象にした経済連携
協定 (EPA) が目立ってきた｡
日本では 2002 年 2 月にシンガポールと締結
(発行日は 11月) した ｢日本・シンガポール新時







キシコ (2005年 4月発行), マレーシア (2006年
7月), チリ (2007年 9月), タイ (2007年 11月),
インドネシアとブルネイ (共に 2008年 7月),
ASEAN (2008年 12月), フィリピン (2008年














環太平洋経済連携協定 (TPP) とは 2006年 5
月にシンガポール, ブルネイ, チリ, ニュージラ
ンドが発行した経済連携協定 (P 4協定) が基で,
物品貿易において原則全品目の即時もしくは段階
的な無税化を謳っている｡ これにオーストラリア,




2011年 11月の APEC首脳会議で日本, カナダ,
メキシコが交渉参加を表明している｡ 工業, 繊維・
衣料品, 農業, 原産地規制, 貿易円滑化, 貿易救
済, 政府調達, 知的財産権, 競争政策, 金融, 投








も貿易の 9割 (貿易量又は品目数) につき, 10
年以内に関税撤廃することが必要｣ なのに対して,
TPPは ｢原則 10年以内の関税の撤廃が必要｣ と
























の約 40％から 13％程度へ減少, 農業の多面的機
能の損失額を約 3兆 7,000億円としている｡ また,
関連産業も含めた影響として, GDP が約 8 兆
4,000億円減少し, 約 350万人の就業機会が失わ
れるとしている｡ 一方, 内閣府の試算では TPP
に参加して 100％自由化した場合, 2兆 4,000億
円から 3兆 2,000億円 GDPを押し上げるとして
いる｡ 経済産業省では, TPPなどに参加しない









































交付金には 2,123億円措置, 表 1参照)｡ 全ての
対象作物に関して, 品質に応じた単価の増減が行
われる｡ 例えば小麦の場合, 1等 Aランクで 60
kg当たり 6,450円, Bランク 5,950円, Cランク
5,800円, Dランク 5,740円となっている｡
また, 対象畑作物について, 前年度の生産面積




対 象 作 物 平均交付単価




大 豆 11,310円/60 kg
てん菜 6,410円/t
でん粉原料ばれいしょ 1,1600円/t
そ ば 15,200円/45 kg
なたね 8,470円/60 kg
出典：農林水産省のデータより作成




15,000円の ｢二毛作加算｣, 畜産との連携 (わら




が措置されている｡ 主食米の作付面積から 10 a
を自家消費米相当分として引いた面積を交付対象




ん交付金は, 標準的な販売価格 (15,000 円／60
kg：2005年度から 2009年度の相対取引価格の平
均) が当年度の販売価格を下回った場合, その差
額を標準的な生産費 (13,700円／60 kg) を補償
するために, 10 a当たりの単価で翌年の 5から 6
月頃に支払われる｡
これらの他に, 農地の規模拡大 (100億円),





日本の農業就業人口は 2010 年で 261 万人
(2000年から 33％減) となり, 就業者の平均年齢
は 66歳, 65歳以上の者が 6割, 75歳以上の者が
3割を占める｡ 農業総生産額は 1985年に約 12兆
円だったものが, 2009年には 8兆円にまで減少
している｡ 耕作面積は約 538万 ha (1985年) か
ら約 460万 ha (2010年) に減り, 耕作放棄地面
積は 14万 ha (1985年) から 40万 ha (2010年)
に増加している｡
農業経営体は 1990年の 297万戸から 2010年に
は 163万戸へ減少している｡ この間, 土地持ち非
農家は 77万戸から 137万戸へと数を増やしてい
る｡ 販売農家 1戸当たりの経営耕地面積は全国平
均で 1985年の 1.3 haから 2010年には 2 haと増
加している (北海道では 10.1 haから 21.5 haに
増加)｡ 集落営農数は 2011年で 14,643 (前年度比
















可能であるとする意見もある｡ しかし, P 4協定
ではシンガポールの全品目の関税即時撤廃を除い











対 象 作 物 平均交付単価
麦, 大豆, 飼料作物 35,000円/10 a
米粉用米, 飼料用米, WCS用稲 80,000円/10 a































































が National Security である｡ 1973 年アメリカ
により短期間ではあるが大豆を含む油糧種子の輸





ている｡ アメリカは, その後 1974, 75, 80年と
政治的な意味合いによるものも含めて相手国を特
定した食糧の輸出禁止を行っている｡ 他の国も,
例えば, 最近ではウクライナ (2007年) やロシ
ア (2010年) も行っている｡ どの国も自国民の
食を守ることが第一であり, 選挙権も持たない他
国民に対しては二の次になるのは当然のことと言
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